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・
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・
創
業
支
援�

⓫

・
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営
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善
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別
診
断
・
経
営
支
援
専
門
家
派
遣
事
業�

⓬

・
ビ
ジ
ネ
ス
交
流
事
業�

⓬

・
市
民
健
康
づ
く
り
支
援
事
業�

⓬

・
石
狩
商
工
会
議
所
検
定
試
験
施
行
期
日
等�

⓬

・
労
働
保
険
事
務
組
合
の
ご
案
内�

⓭

・
雇
用
保
険
の
適
用
拡
大
等
に
つ
い
て�

⓭

・
改
正
育
児
・
介
護
休
業
法
及
び

　
　
改
正
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
の
概
要�

⓮

・
会
館
使
用
・
備
品
貸
出
の
ご
案
内�

⓮

基
本
方
針

　
平
成
二
八
年
度
の
国
内
経
済
は
、
政
府
の
経
済
政
策

や
日
銀
の
金
融
緩
和
政
策
な
ど
の
取
り
組
み
の
下
、
雇

用
・
所
得
環
境
の
改
善
に
よ
り
、
緩
や
か
な
回
復
基
調

が
続
い
て
お
り
、
海
外
経
済
の
不
確
実
性
や
金
融
資
本

市
場
の
変
動
の
影
響
等
の
リ
ス
ク
は
あ
る
も
の
の
、
今

後
も
引
き
続
き
景
気
回
復
が
見
込
ま
れ
る
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

　
道
内
に
お
い
て
も
、
北
海
道
新
幹
線
の
開
業
に
よ
る

観
光
客
の
増
加
や
、
個
人
消
費
に
回
復
の
兆
し
が
み
ら

れ
た
こ
と
等
の
明
る
い
話
題
も
あ
る
中
、
昨
年
の
台
風

被
害
の
影
響
や
人
口
減
少
に
よ
る
地
域
活
力
の
低
下
が

危
惧
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
石
狩
市
に
お
い
て
は
、
石
狩
湾
新
港
地
域
で
エ
ネ
ル

ギ
ー
関
連
の
大
型
投
資
が
進
み
、
地
元
建
設
業
界
や
市

内
飲
食
店
を
始
め
多
く
の
事
業
者
へ
の
経
済
波
及
効
果

が
生
ま
れ
て
い
る
一
方
、
売
上
高
の
伸
び
悩
み
や
、
従

業
員
確
保
の
困
難
性
と
人
件
費
の
高
騰
が
重
荷
と
な
っ

て
い
る
業
種
も
あ
り
、
市
内
全
体
と
し
て
経
営
環
境
が

好
転
し
て
い
る
と
は
言
い
難
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　
当
会
議
所
で
は
こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
き
め
細

か
な
会
員
支
援
事
業
の
推
進
と
、
国
・
道
・
市
等
に
対

す
る
政
策
提
言
・
要
望
活
動
等
に
加
え
、
会
員
の
維
持

拡
大
と
組
織
強
化
に
資
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
交
流
事
業
や
、

若
い
経
営
者
を
石
狩
に
呼
び
込
む
べ
く
新
規
開
業
・
創

業
を
支
援
す
る
事
業
、
石
狩
市
委
託
事
業
で
あ
る
健
康

づ
く
り
に
協
力
す
る
事
業
等
に
新
た
に
取
り
組
み
、
地

域
経
済
の
活
性
化
に
資
す
る
事
業
を
行
う
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

　
以
上
を
基
本
方
針
と
し
て
、
平
成
二
九
年
度
に
お
い

て
は
次
に
掲
げ
る
事
業
を
行
い
ま
す
。

重
点
項
目

Ⅰ　
産
業
基
盤
の
整
備
促
進
へ
向
け
た
取
り
組
み

一
．
提
言
・
要
望
活
動
の
強
化

　
個
々
の
企
業
に
お
け
る
経
営
環
境
の
安
定
化
、
ひ
い
て

は
地
域
経
済
の
安
定
化
に
資
す
る
よ
う
、
税
制
の
改
正
や
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各
種
振
興
・
補
助
事
業
・
イ
ン
フ
ラ
整
備
等
に
つ
い
て
、

会
員
を
は
じ
め
と
す
る
地
元
企
業
の
意
見
を
集
約
し
、
日

本
商
工
会
議
所
等
関
係
機
関
と
連
携
し
な
が
ら
、
国
や
自

治
体
に
対
し
提
言
・
要
望
活
動
を
実
施
し
ま
す
。

⑴
産
業
及
び
経
済
政
策
に
関
す
る
意
見
の
表
明

⑵
地
域
社
会
の
問
題
に
対
す
る
意
見
の
表
明

⑶
社
会
資
本
整
備
の
推
進

⑷
公
共
投
資
拡
大
に
関
す
る
要
望

⑸
商
工
業
の
振
興
に
関
す
る
要
望

二
．
石
狩
湾
新
港
地
域
の
開
発
促
進

　
石
狩
湾
新
港
地
域
の
機
能
を
最
大
限
発
揮
す
る
た
め
の

イ
ン
フ
ラ
整
備
を
国
や
道
へ
要
望
す
る
と
と
も
に
、
地
域

振
興
の
観
点
か
ら
、
同
地
域
へ
の
投
資
が
地
場
企
業
へ
還

流
す
る
よ
う
関
係
機
関
に
働
き
か
け
ま
す
。

⑴�

企
業
誘
致
促
進
及
び
立
地
企
業
へ
の
操
業
支
援
活
動
の

推
進

⑵
港
湾
施
設
、
道
路
網
等
の
整
備
促
進
活
動

⑶�

国
内
定
期
航
路
の
誘
致
促
進
（
石
狩
湾
新
港
国
内
定
期

航
路
誘
致
期
成
会
へ
の
協
力
）

⑷
道
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
拠
点
整
備
構
想
実
現
へ
の
協
力
活
動

⑸
L
N
G
火
力
発
電
所
立
地
に
伴
う
地
域
振
興
対
策

⑹
石
狩
湾
新
港
地
域
の
活
性
化
事
業
の
促
進

⑺
新
港
の
活
用
に
よ
る
貿
易
・
経
済
の
拡
大

Ⅱ　
地
域
経
済
振
興
・
活
性
化
へ
向
け
た
取
り
組
み

一
．
地
域
活
力
支
援
事
業

　
商
店
街
や
企
業
が
行
う
、
集
客
や
販
促
に
繋
が
る
自
主

的
な
活
動
に
対
し
、
積
極
的
な
支
援
を
行
い
ま
す
。

⑴
商
店
街
対
策
事
業

　
当
会
議
所
会
員
を
中
心
と
す
る
、
商
工
業
者
に
よ
り
組

織
さ
れ
る
団
体
が
、
地
域
経
済
の
振
興
や
、
集
客
の
向
上

等
を
目
的
と
し
て
自
主
的
に
行
う
事
業
に
対
し
そ
の
費
用

の
一
部
を
助
成
し
ま
す
。

⑵
小
規
模
事
業
者
経
営
改
善
支
援
事
業

　
資
金
調
達
に
苦
慮
す
る
小
規
模
事
業
者
へ
の
支
援
策
と

し
て
、
小
規
模
事
業
者
経
営
改
善
資
金
（
マ
ル
経
資
金
）

借
り
入
れ
事
業
者
に
対
し
、
支
払
利
息
の
一
部
を
助
成
し

ま
す
。

二
．
活
力
あ
る
地
域
産
業
の
展
開

　
企
業
の
モ
ノ
づ
く
り
に
対
す
る
助
成
や
、
企
業
同
士
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
に
よ
り
、
地
場
企
業
が
よ
り
市
場
競

争
力
の
高
い
商
品
を
開
発
す
る
よ
う
促
す
と
と
も
に
、
企

業
や
製
品
を
広
く
市
内
外
に
P
R
す
る
た
め
の
各
種
事
業

を
展
開
し
ま
す
。

⑴
い
し
か
り
P
R
事
業

　
当
会
議
所
が
運
営
す
る
W
E
B
サ
イ
ト
を
活
用
し
、
会

員
企
業
が
取
り
扱
う
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
・
イ
ベ
ン
ト
情
報

等
に
つ
い
て
、
よ
り
効
果
的
に
広
く
市
内
外
に
発
信
し
ま

す
。
ま
た
、
様
々
な
媒
体
の
活
用
や
イ
ベ
ン
ト
へ
の
参
加

を
通
じ
、
新
た
な
石
狩
ブ
ラ
ン
ド
の
P
R
に
努
め
ま
す
。

⑵
建
設
関
連
支
援
事
業

　
地
元
建
設
関
連
企
業
の
P
R
と
民
間
工
事
受
注
の
増
加

を
狙
い
、
会
員
企
業
に
よ
る
展
示
・
相
談
会
を
開
催
し
ま

す
。

⑶
産
業
ま
つ
り
事
業

　「
石
狩
ま
る
ご
と
フ
ェ
ス
タ
」
に
運
営
主
体
の
一
員
と

し
て
参
画
し
、
農
商
工
連
携
事
業
を
推
進
す
る
と
と
も

に
、
地
場
産
品
・
地
場
産
材
を
市
内
の
み
な
ら
ず
近
隣
都

市
の
消
費
者
へ
ア
ピ
ー
ル
し
、
地
域
の
賑
わ
い
づ
く
り
に

貢
献
し
ま
す
。

⑷
新
商
品
・
新
技
術
開
発
支
援
事
業

　
企
業
の
行
う
新
商
品
・
新
技
術
開
発
お
よ
び
販
路
開
拓

に
関
す
る
調
査
研
究
等
に
対
し
て
経
費
の
一
部
を
助
成

し
、
そ
の
取
り
組
み
を
支
援
し
ま
す
。

⑸
石
狩
も
の
づ
く
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
業

　
製
造
業
を
中
心
と
し
た
地
場
企
業
の
販
路
拡
大
と
事

業
提
携
を
促
進
す
る
た
め
企
業
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く

り
を
推
進
し
ま
す
。

⑹
ビ
ジ
ネ
ス
交
流
事
業
【
新
】

　
主
に
石
狩
湾
新
港
地
域
の
事
業
所
を
中
心
に
、
幅
広
く

異
業
種
間
の
連
携
を
深
め
、
域
内
の
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス

へ
と
繋
げ
る
た
め
の
交
流
会
を
開
催
し
ま
す
。

⑺
新
規
開
業
・
創
業
支
援
事
業
【
新
】

　
市
内
に
お
け
る
新
規
創
業
や
第
二
創
業
の
希
望
者
を
対
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象
に
、
専
門
家
に
よ
る
創
業
補
助
金
等
の
申
請
書
作
成
支

援
や
相
談
業
務
を
行
い
ま
す
。

⑻
市
民
健
康
づ
く
り
支
援
事
業
（
石
狩
市
受
託
事
業
）【
新
】

　
石
狩
市
が
実
施
す
る
健
康
づ
く
り
事
業
に
協
力
し
、
こ

の
事
業
に
参
加
す
る
市
民
に
対
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の

提
供
を
請
け
負
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
主
に
商
業
・
サ
ー
ビ

ス
業
の
活
性
化
に
貢
献
し
ま
す
。

三
．
総
合
振
興
事
業

⑴
法
定
台
帳
整
備

　
商
工
会
議
所
法
に
則
り
、
法
定
台
帳
の
整
備
に
よ
り
市

内
商
工
業
者
の
実
態
把
握
に
努
め
る
と
と
も
に
、
得
ら
れ

た
情
報
を
基
に
特
定
商
工
業
者
名
簿
を
作
成
し
ビ
ジ
ネ
ス

マ
ッ
チ
ン
グ
に
活
用
し
ま
す
。

Ⅲ　
中
小
企
業
支
援
の
強
化
と
人
材
育
成

一
．
小
規
模
事
業
経
営
支
援
事
業

　
経
営
者
に
対
し
適
切
か
つ
正
確
な
情
報
提
供
、
お
よ
び

相
談
・
指
導
に
努
め
、
地
域
経
済
の
根
幹
を
成
す
中
小
企

業
の
事
業
継
続
を
確
か
な
も
の
に
し
、
起
業
を
喚
起
す
る

よ
う
、
日
常
の
経
営
相
談
・
指
導
業
務
の
ほ
か
、
専
門
家
・

専
門
機
関
を
活
用
し
た
個
別
診
断
お
よ
び
専
門
家
派
遣

事
業
等
を
実
施
し
、
企
業
の
経
営
基
盤
強
化
・
新
規
創
業

を
支
援
し
ま
す
。

⑴
巡
回
相
談
、
指
導
の
強
化

　
企
業
が
抱
え
る
諸
課
題
を
速
や
か
に
把
握
し
、
適
切
な

指
導
を
行
う
た
め
、
経
営
指
導
員
に
よ
る
巡
回
相
談
・
指

導
を
強
化
し
ま
す
。

⑵�

経
営
改
善
支
援
事
業
（
個
別
診
断
、
専
門
家
派
遣
）
の

実
施

　
中
小
企
業
を
取
り
巻
く
環
境
が
急
速
に
変
化
し
て
お

り
、
当
会
議
所
に
対
す
る
相
談
内
容
も
複
雑
化
・
深
刻
化

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
当
会
議
所
の
経
営
指
導
員
の
み
な

ら
ず
、
専
門
家
の
派
遣
や
中
小
企
業
診
断
士
に
よ
る
個
別

診
断
を
実
施
し
て
、
経
営
環
境
の
改
善
に
寄
与
し
ま
す
。

⑶
経
営
力
強
化
支
援
事
業
の
実
施

　
中
小
企
業
経
営
力
強
化
支
援
法
に
基
づ
き
、
経
営
分
析

や
事
業
計
画
策
定
等
に
対
す
る
経
営
指
導
の
強
化
を
推

進
し
ま
す
。

⑷
各
種
融
資
制
度
の
利
用
促
進

　
道
や
市
が
運
用
す
る
制
度
資
金
や
、
当
会
議
所
と
金
融

機
関
に
よ
る
提
携
ロ
ー
ン
の
利
用
推
進
を
図
り
、
中
小
企

業
の
資
金
調
達
を
支
援
し
ま
す
。

⑸
法
務
・
税
務
・
労
務
に
関
す
る
窓
口
相
談
事
業
の
実
施

①�

所
得
税
の
確
定
申
告
時
期
に
合
わ
せ
、
小
規
模
事
業

者
を
対
象
と
し
た
決
算
お
よ
び
確
定
申
告
に
係
る

相
談
・
指
導
の
窓
口
を
二
月
中
旬
よ
り
三
月
中
旬
ま

で
の
期
間
、
お
よ
そ
一
箇
月
間
開
設
し
ま
す
。

②�

企
業
経
営
に
ま
つ
わ
る
法
令
の
制
定
・
改
正
や
労
務

に
関
す
る
問
題
な
ど
、
経
営
者
が
日
頃
抱
え
る
悩
み

を
解
決
す
る
た
め
、
専
門
の
指
導
員
に
よ
る
相
談
窓

口
を
常
時
開
設
し
ま
す
。

⑹
消
費
税
転
嫁
対
策
窓
口
事
業
の
実
施

　
小
規
模
事
業
者
が
、
消
費
税
率
引
き
上
げ
分
を
円
滑
・

適
正
に
価
格
転
嫁
で
き
る
よ
う
、
日
本
商
工
会
議
所
な
ど

と
連
携
し
つ
つ
、
消
費
税
率
改
訂
に
伴
う
適
切
な
対
応
に

つ
い
て
相
談
指
導
を
行
う
べ
く
、
特
に
相
談
窓
口
を
開
設

し
ま
す
。

⑺
記
帳
機
械
化
の
推
進

　
小
規
模
事
業
者
の
事
務
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
、
記
帳

の
電
子
化
を
推
進
し
、
振
替
伝
票
の
入
力
お
よ
び
帳
簿
の

作
成
を
代
行
す
る
業
務
を
実
施
し
ま
す
。

⑻
倒
産
の
未
然
防
止
に
関
す
る
相
談
、
指
導

　
取
引
企
業
の
倒
産
に
よ
り
、
中
小
企
業
が
連
鎖
倒
産
や

経
営
難
に
陥
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
の
相
談
・
指
導
を

実
施
し
、
ま
た
倒
産
防
止
共
済
の
加
入
を
推
奨
し
ま
す
。

⑼
講
習
会
・
講
演
会
の
開
催

　
中
小
企
業
の
経
営
改
善
に
資
す
る
、
経
営
者
や
従
業
員

の
資
質
向
上
を
目
的
と
し
た
各
種
講
習
会
・
講
演
会
を
開

催
し
ま
す
。

二
．
人
材
育
成
及
び
労
務
対
策
事
業
の
推
進

　
後
継
者
の
育
成
や
、
従
業
員
の
資
質
向
上
に
関
す
る
諸

事
業
を
通
じ
、
企
業
の
中
長
期
的
な
発
展
に
寄
与
す
る
人

材
の
育
成
を
行
い
ま
す
。

⑴
青
年
部
・
女
性
会
の
活
動
支
援

　
青
年
部
・
女
性
会
の
行
う
自
主
的
な
活
動
を
支
援
し
、
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人
格
形
成
や
次
代
の
経
営
者
と
し
て
必
要
な
知
識
や
経
験

の
獲
得
を
促
し
ま
す
。

⑵
労
働
保
険
事
務
組
合
の
運
営
強
化

　
労
働
保
険
に
係
る
煩
雑
な
事
務
を
代
行
し
、
会
員
事
業

所
の
負
担
を
軽
減
す
る
と
と
も
に
、
労
働
保
険
の
適
用
を

推
進
し
、
中
小
企
業
に
お
け
る
労
働
福
祉
環
境
の
向
上
を

図
り
ま
す
。

⑶
人
材
能
力
開
発
育
成
支
援
事
業

　
経
営
者
お
よ
び
従
業
員
の
資
質
向
上
を
図
る
た
め
、
公

的
機
関
等
で
開
催
さ
れ
る
研
修
会
等
へ
の
参
加
費
用
を
一

部
助
成
し
ま
す
。

⑷
福
利
厚
生
推
進
事
業

　
会
員
企
業
が
自
社
の
従
業
員
を
対
象
に
行
う
健
康
診

断
に
つ
い
て
、
そ
の
費
用
の
一
部
を
助
成
す
る
と
と
も
に
、

い
し
か
り
共
済
等
の
加
入
推
進
に
よ
り
、
中
小
企
業
に
お

け
る
福
利
環
境
の
充
実
を
図
り
ま
す
。

⑸
優
良
従
業
員
表
彰
の
実
施

　
会
員
企
業
に
勤
務
す
る
永
年
勤
続
者
の
功
労
を
称
え
、

勤
労
意
欲
の
向
上
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
表
彰
事
業

を
実
施
し
ま
す
。

⑹
各
種
検
定
試
験
の
実
施

　
ビ
ジ
ネ
ス
の
現
場
で
要
求
さ
れ
る
知
識
や
ス
キ
ル
を
身

に
つ
け
た
人
材
を
育
成
す
る
た
め
、
各
種
検
定
試
験
を
実

施
し
ま
す
。

Ⅳ　
会
員
サ
ー
ビ
ス
の
充
実
と
財
政
基
盤
の
強
化

一
．
各
種
共
済
制
度
の
加
入
促
進

　
中
小
企
業
の
経
営
安
定
化
に
資
す
る
共
済
制
度
に
つ
い

て
、
制
度
内
容
・
効
果
等
を
積
極
的
に
P
R
し
、
加
入
を

推
進
す
る
と
と
も
に
、
手
数
料
に
よ
る
安
定
的
な
財
源
の

確
保
に
努
め
ま
す
。

二
．
会
報
・
W
E
B
サ
イ
ト
の
活
用
に
よ
る
情
報
提
供

　
当
会
議
所
が
運
営
す
る
各
種
媒
体
を
活
用
し
、
会
員
企

業
に
対
し
迅
速
な
情
報
提
供
を
行
う
と
と
も
に
、
会
員
企

業
や
製
品
の
P
R
に
努
め
ま
す
。

⑴
会
報
「
躍
動
」
冊
子
版
（
毎
年
四
月
発
行
）

⑵
会
報
「
躍
動
」
F
A
X
版
（
原
則
毎
月
一
日
発
行
）

⑶
石
狩
商
工
会
議
所
H
P
に
よ
る
情
報
提
供
の
強
化

三
．
会
員
交
流
事
業
の
実
施

　
会
員
企
業
相
互
の
親
睦
を
図
る
と
と
も
に
、
異
業
種
間

の
交
流
に
よ
る
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
拡
大
を
目
的
と
し
た

会
員
交
流
会
を
開
催
し
ま
す
。

四
．
会
館
利
用
の
促
進

　
当
会
議
所
が
管
理
・
運
営
す
る
石
狩
商
工
会
館
に
つ
い

て
、
研
修
・
会
議
で
の
利
用
等
、
貸
室
お
よ
び
備
品
貸
出

業
務
を
周
知
し
、
会
館
利
用
の
促
進
を
図
り
ま
す
。

Ⅴ　
組
織
体
制
と
活
動
基
盤
の
強
化

一
．
部
会
・
委
員
会
活
動
の
活
性
化

　
業
種
別
部
会
を
通
じ
、
各
業
種
に
お
け
る
課
題
を
抽

出
・
改
善
し
て
い
く
た
め
の
様
々
な
事
業
を
実
施
し
、
部

会
員
の
経
営
安
定
化
に
寄
与
し
ま
す
。
ま
た
、
当
会
議
所

が
抱
え
る
諸
問
題
・
重
要
事
項
に
関
し
、
委
員
会
に
よ
る

調
査
研
究
活
動
を
推
進
し
、
商
工
会
議
所
運
営
の
円
滑
化

を
図
り
ま
す
。

⑴
部
会
の
研
修
、
部
会
員
交
流
事
業
の
実
施

⑵
部
会
員
の
意
見
、
要
望
等
の
と
り
ま
と
め

⑶�

委
員
会
に
お
け
る
地
域
商
工
業
や
商
工
会
議
所
運
営
に

係
る
重
要
事
項
の
調
査
研
究
、
諮
問
事
項
に
対
す
る
具

申
⑷
役
員
・
議
員
研
修
の
実
施

二
．
地
区
別
協
議
会
の
開
催

　
各
地
区
に
お
け
る
会
員
相
互
の
交
流
を
促
進
す
る
と
と

も
に
、
会
員
か
ら
直
接
意
見
を
聴
取
し
、
役
員
と
の
意
見

交
換
を
行
う
場
と
し
て
、
地
区
別
協
議
会
を
開
催
し
ま

す
。

三
．
会
員
増
強
運
動
の
推
進

　
当
会
議
所
の
組
織
力
強
化
を
図
る
た
め
、
組
織
強
化
特

別
委
員
会
を
中
心
に
、
会
員
お
よ
び
役
職
員
が
一
丸
と

な
っ
て
、
新
会
員
獲
得
運
動
を
展
開
し
ま
す
。
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平成29年度　一般会計・特別会計（合算）収支予算
収入の部 （単位：千円）

科　　目 一般会計 相談所
特別会計

会館運営
特別会計

共済事業
特別会計

労働保険
特別会計 合計 H28予算額 対比増減

1 会費 27,006 0 0 0 0 27,006 27,112 △106

2 特定商工業者負担金 1,680 0 0 0 0 1,680 1,700 △20

3 加入金 165 0 0 0 0 165 165 0

4 交付金 21,290 47,818 0 0 845 69,953 65,482 4,471

5 事業賦課金 3,149 0 0 0 0 3,149 2,793 356

6 手数料 1,752 0 0 280 0 2,032 2,068 △36

7 運営収入 0 0 2,790 5,795 0 8,585 8,751 △166

8 指導収入 0 100 0 0 1,350 1,450 1,350 100

9 検定料 215 0 0 0 0 215 234 △19

10 受託料 2,379 0 0 0 0 2,379 1,690 689

11 貸室収入 0 0 3,599 0 0 3,599 4,180 △581

12 雑収入 1,737 1 79 1 1 1,819 1,071 748

13 前期繰越金 2,400 0 0 0 0 2,400 1,513 887

14 繰入金※1 0 5,459 1,681 1,364 1,514 10,018 9,934 84

15 建物修繕積立金取崩収入 2,000 0 0 0 0 2,000 0 2,000

合　　計 63,773 53,378 8,149 7,440 3,710 126,432 118,109 8,323

支出の部

科　　目 一般会計 相談所
特別会計

会館運営
特別会計

共済事業
特別会計

労働保険
特別会計 合計 H28予算額 対比増減

1 会員振興事業費 1,100 0 0 0 0 1,100 1,100 0

2 地域活力支援事業費 1,200 0 0 0 0 1,200 1,200 0

3 活力ある地域産業の展開事業費 5,414 0 0 0 0 5,414 4,614 800

4 総合振興事業費 7,903 0 0 0 0 7,903 8,015 △112

5 指導事業費 0 3,194 0 0 0 3,194 3,494 △300

6 会館維持費 0 0 4,209 0 0 4,209 4,088 121

7 切手等購入費 0 0 2,570 0 0 2,570 2,827 △257

8 事業運営費 0 0 220 1,330 295 1,845 1,850 △5

9 職員設置費 28,606 50,184 0 6,110 3,370 88,270 81,854 6,416

10 旅費交通費 200 0 0 0 0 200 200 0

11 事務費 2,390 0 0 0 0 2,390 2,390 0

12 会議費 590 0 0 0 0 590 790 △200

13 渉外費 520 0 0 0 0 520 520 0

14 公課分担金 2,621 0 1,150 0 45 3,816 3,823 △7

15 雑費 10 0 0 0 0 10 10 0

16 繰出金※1 10,018 0 0 0 0 10,018 9,934 84

17 会館修繕工事費 2,000 0 0 0 0 2,000 0 2,000

18 予備費 1,201 0 0 0 0 1,201 1,334 △133

合　　計 63,773 53,378 8,149 7,440 3,710 126,432 118,109 8,323
（但し、退職給与資金特別会計を除く）

※1　繰入金および繰出金は、会計間の内部処理のため合計額（126,432）に含まれません。
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TOPICS
平
成
28
年
度
の
主
な
事
業
活
動
報
告

　石狩商工会議所では、例年、地域経済
の発展や中小企業、小規模事業者の経営
安定化に資する社会資本の整備、あるい
は、法制度の整備といった事柄について、
国や道、石狩市などに対し、要望・陳情
活動を行っています。
　平成28年度につきましては、以下に掲
げる事項について要望活動を行いました。

■第66回全道商工会議所大会
　平成28年6月25日に富良野市で開催さ
れた全道商工会議所大会において、石狩
湾新港の整備促進や同港へのアクセス強
化を含めた道路整備、河川改修工事等の
早期完了並びに重点「道の駅」に指定さ
れた「あったか・あいろーど」への総合
的な支援は、当市の経済活性化には欠か
せない要望項目であるとして挙げ、北海
道商工会議所連合会を通じて、国や道、
道内選出国会議員に要望しました。

■石狩湾新港地域開発に関する要望
　石狩湾新港の開発は、北海道経済の発
展と道民生活の向上を図るとともに、我
が国経済の発展に資する重要なプロジェ
クトであり、また、札幌臨海部に位置し、
広大な産業用地を有していることから、
引き続き複合的な機能を備えるための基
盤整備の促進を図る必要があることか
ら、石狩湾新港地域開発連絡協議会（通
称：九者連）のメンバーとして、国交省
を始め関係省庁及び道内選出国会議員に
対して、平成28年7月26・27日に要望（郵
送を含む。）を行っております。

■海上保安官署の設置要望
　石狩湾新港では、液化天然ガス（LNG）
基地の稼働や、LNG火力発電所の建設
が進むなど、道央圏のエネルギー供給拠
点としてますますその役割が大きくなっ

ております。これに伴い、建設資材や危
険物を積載した大型船舶の往来が増えて
おり、港湾の安全確保が緊急の課題と
なっていることから、当所は石狩市及び
諸団体と連携して、平成28年10月14日、
小樽海上保安部及び第一管区海上保安部
に対し、石狩湾新港へ海上保安官署を早
期に設置するよう要望書を提出しており
ます。また、本要望に関しては、三津橋
昌博会頭は、田岡克介石狩市長とともに、
11月28日、上京して関係省庁へ中央要望
活動を行いました。

■商工業振興に関する要望
　当商工会議所の政策検討委員会（委員
長：池田篤司石狩管工㈱社長）において、
地域経済・企業振興に係る社会資本整備
や中小企業振興策のうち、石狩市が所管
する事項について要望として取りまとめ
たものを「地域経済の好循環へ向けた商
工業に関する要望書」として、平成28年
11月15日、三津橋会頭はじめ副会頭及び
専務理事が、田岡石狩市長を訪問し直接
提出しております。

■産業活性化基盤整備懇話会
　当商工会議所では、例年北海道建設部
及び石狩湾新港管理組合の幹部職員、管
内選出の道議会議員を招き、石狩湾新港
の整備促進、道道整備や河川改修の要望
について直接伝える懇話会を開催してお
ります。平成28年度は、平成29年1月27
日、石狩商工会館にて開催し、活発な意
見交換がなされました。この中で花川通
を石狩湾新港地域まで延伸する道路事業
については、平成30年代後半の開通を目
途としていることが、明らかにされてお
ります。花川通の延伸が早期に完工する
ことをこれからも引き続き当所は要望を
して参ります。

平成28年度　要望活動
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平成28年度　部会活動報告

石狩ものづくりネットワーク事業

◇商業・サービス業部会合同部会員交流会
日　時	 平成28年10月27日（木）
会　場	 茨戸ガーデン
参加者	 26名（商業3名・サービス業23名）

◇工業部会　視察研修
　（石狩ものづくりネットワーク合同事業）
日　時	 平成28年10月28日（金）
視察先	 （地独）北海道立総合研究機構　産業振興部
　　　　食品加工研究センター、工業試験場
参加者	 13名

◇建設業部会視察研修
日　時	 平成28年11月4日（金）～5日（土）
視察先	 北彩都あさひかわ地区ほか
参加者	 8名

◇工業部会　意見交換交流会
日　時	 平成28年12月2日（金）
会　場	 賢旨
参加者	 8名

◇�建設業・工業部会合同開催　職長・安全衛生
責任者講習

日　時	 平成29年2月25日（土）～26日（日）
会　場	 日立建機教習センタ北海道教習所
出席者	 4事業所6名

◇石狩まるごとフェスタ出展
日　時	 平成28年8月27日（土）～28日（日）
会　場	 石狩まるごとフェスタ特設会場
内　容	 	廃材・端材を利用したアップサイクル品販売、

商品展示、事業紹介パネル展示、体験コーナー
（廃材・端材を利用した工作）

参加者	 5社

◇�札幌商工会議所（北口支所・西支所会員）
　との企業交流会
日　時	 平成28年11月7日（月）
会　場	 札幌サンプラザ
参加者	 10社11名

◇ものづくり補助金セミナー
日　時	 平成28年12月15日（木）
講　師	 	中小企業診断士　松浦尚之　氏
会　場	 石狩商工会館
参加者	 10名

◇ものづくり補助金経営改善個別指導
　専門家による、ものづくり補助金申請支援。2社3回。

◇アップサイクル品等の北海道庁経済部長室展示
日　時	 平成29年1月4日（水）～31日（火）
会　場	 北海道経済部長室
参加者	 5社
内　容	 	石狩まるごとフェスタに出展した、工場から排

出される廃材・端材を利用したアップサイクル
品展示および部会員企業の商品・製品展示。さ
らに、1月20日（金）には、北海道経済部長　
阿部啓二　様へ表敬訪問。

◇雇用に関する情報提供・調査
内　容	 ・若手社員向けスキルアップセミナー、管理職

向け「コーチング」セミナー（石狩市主催）
	 ・じもと×しごと発見フェア、若手社員向け職

業定着研修会、管理職向け職場定着セミナー
（北海道主催）

	 ・雇用・採用に関するアンケート調査（北海道
石狩振興局主催）

◇�工業部会　石狩市ものづくり企業見学・交流会
（北海道石狩振興局合同事業）
日　時	 平成29年3月7日（火）
対　象	 北海道科学大学機械工学科学生
視察先	 ㈱酒井機材製作所、㈱中央ネームプレート製作所
参加者	 学生10名、振興局2名、当部会2名

◇商業・サービス業部会合同視察研修
日　時	 平成29年3月14日（火）～15日（水）
視察先	 	伊達商工会議所、道の駅「だて歴史の杜」、キ

リンビール北海道千歳工場
参加者	 9名（商業3名、サービス業6名）

◇�建設業部会　いしかりリフォームフェスタ
2017・春

日　　　時	 平成29年3月11日（土）～12日（日）
会　　　場	 花川北コミュニティセンター
出展企業数	 11社
来 場 者 数	 1,085人

◇サービス業部会　終活フェスタin石狩2017
日　　　時	 平成29年3月11日（土）
会　　　場	 花川北コミュニティセンター
出展企業数	 7社
来 場 者 数	 130人

◇建設業部会　通年事業
　労務安全衛生ビデオ　無料貸出
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　平成29年3月11日（土）・12日（日）の2日間、花川北コ
ミュニティセンターにて「いしかりリフォームフェスタ
2017・春」を開催し、市内外から約1,085人が来場しました。
　会場では、建設業種の会員11社と協賛出品メーカー4
社が出展し、最新リフォームアイテムやリフォーム技術
のノウハウなどを来場者に紹介しました。
　また、本イベントの目玉として、トイレ・キッチンの
水廻りや、住宅の内外装リフォーム工事を、来場者へ数
量限定、大特価で提供する「大特価リフォーム」を実施
しました。
　今回のイベントで、多くの来場者に企業名・業務内容
をアピールすることができ、新規顧客獲得に向けての
PR効果を得ることができました。
　当建設業部会では、リフォームフェア等を今後も継続
的に開催する予定となっておりますので、住宅関連事業
所の皆さまの積極的な参画をお願いいたします。

　平成29年2月3日（金）、石狩市民プール多目的ホール
にて会員交流会を開催し、130名の会員が参加しました。
　交流会では、平成28年2月以降に加入された新会員を
紹介し、当日参加された新会員には、自社PRも行って
いただきました。
　余興では、豪華景品が当たるお楽しみ抽選会やジャン
ケン大会を行い、会場内が大いに盛り上がったところで
お開きとなりました。
　ご参加いただきました会員の皆様ならびにご協賛いた
だきました皆様には、心からお礼申し上げます。

会員交流会

リフォームフェスタ

　平成29年3月11日（土）、花川北コミュニティセンター
2階にて終活フェスタ	in	石狩	2017が開催され、130名の
市民が来場しました。
　このイベントは、市民の終活をサポートする事を目的
として、当所サービス業部会各種サービス業分科会が中
心となって企画、開催したもので、葬儀、墓石、遺言、
相続、遺品整理、保険や仕事に関する7事業所が出展し
ました。
　会場では、各出展者のブースでの無料相談やセミナー
を実施し、来場者とコミュニケーションを取り、各々の
事業についてPRを行いました。

終活フェスタ

写真は、リフォームフェスタのイベント「じゃんけん大会」の風景。

　平成29年3月23日（木）、商工会館において優良従業員
表彰並びに退任役員議員感謝状贈呈式が行われました。
会員企業に永きにわたり貢献されている従業員の皆さん
並びに当商工会議所の運営にご尽力された役員議員の
方々を表彰しました。
《優良従業員》
・25年表彰
　㈱石川金属製作所	 小笠原　英人
・20年表彰
　㈱エース	 	 小林　孝博、幸田　早代
・10年表彰
　㈲ササキ通信	 	 菅原　博
　石狩産業㈱	 	 澤田　司朗
《退任役員・議員》
　㈱ヒューネット		 代表取締役　玉造　啓子
　石狩ペイント㈱		 代表取締役　田中　　雄
　マルウロコ酒井建設工業㈱	 取締役会長　酒井　　寛
　㈱丸愛ファニチャー	 取締役相談役　横山　　操
	 （敬称略）

優良従業員・退任役員議員　表彰
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　平成28年7月21日に札幌市内において会員研修を行い、
16名の会員が参加しました。研修では、札幌市内を一望
できる藻岩山ロープウェイや、北海道警察本部庁舎にて
通信指令室や交通管制センターを見学し、札幌や石狩の
事故対応や交通情報の管理の方法を説明いただくなど、
非常に有意義な時間を過ごしました。
　また、10月10日には「石狩市市制施行20周年記念事業
第6回チャリティーダンスパーティー」を開催しました。
当日は、石狩市内外より180名のご参加をいただきました。
　その他には、現役アナウンサーによる話し方やコミュ
ニケーションの講習会や、社会貢献活動の一環として、
社会福祉協議会へ雑巾の寄贈を行っております。

　平成28年度は、「どうすっぺ、道の駅」と題して石狩市
の道の駅への理解を深める意見交換会、石狩さけまつり
での「CANCAN祭り」運営、まるごとフェスタ内で行わ
れた「OMOIYARIの灯り」、「忘れない！3.11」への参加・
協力など、地域振興事業、社会貢献活動へも力を入れ、
地域の発展にも寄与しております。
　平成29年2月には岩見沢で青年部全国大会が開催され、
当青年部も運営に携わり、北海道の各単会とともに一丸
となって取り組みました。

女性会 青年部

写真は、平成 28 年11月11日　開催
意見交換会「どうすっぺ、道の駅」

写真は、10月10日
開催ダンスパー
ティー

　平成28年8月27～28日の2日間、新港中央1丁目の特
設会場にて開催され、約54,000人が会場を訪れました。
このイベントは、平成20年から始まり、今回で9回目
となります。
　昨年は、市制施行20周年ということもあり、NHK
とのコラボレーション企画として「いくぞ～！祭～俺
（お）ら石狩の穴場さ行くだ～」の公開撮影が行われ、
歌手の吉幾三さんやタレントのバービーさん（フォー
リンラブ）などが登場し、会場を盛り上げました。9
月には、撮影された当イベントの様子がTV放送され、
石狩の魅力を広くPRすることができました。

　恒例となった花火大会は、昨年に引き続きニトリ北海道応援基
金の協賛を得て「ニトリ石狩花火大会」が行われ、約8,500発の
花火が来場者を魅了しました。
　また、出店した14事業所から、石オシ！認定商品として地元食
材をメインに使用した15品が販売され、市内事業所への地元食材
の利用促進および来場者へのPRを行い、市内経済の活性化に寄
与しました。

石狩まるごとフェスタ2016
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石狩市中小企業特別融資

貸付金利子補助金
小規模事業者経営改善資金

（マル経資金）融資利子補助金
利子補助金の申請時期です！
　石狩市中小企業特別融資資金の融資を利用し、対
象期間中に同制度の融資に対して支払った利子のう
ち融資利率の最大0.5％が補助されます。

【対象期間】
　平成28年10月1日から平成29年3月31日までに同制
度利用による利子を支払った方

【受付期間】
　平成29年4月3日（月）～18日（火）
　※期限までに必ず申請してください。

【申請方法】
　申請書、請求書を提出
　※�用紙は、石狩市企画経済部商工労働観光課、石
狩商工会議所、石狩北商工会、市内同制度取扱
金融機関にあります。

　また、石狩市HPからダウンロードできます。

【申込・問合せ】
　〒061-3292　石狩市花川北6条1丁目30-2
　石狩市企画経済部商工労働観光課
　TEL�0133-72-3166

　マル経利子補給事業は、小規模事業者の経営安定
と資金調達コスト軽減を目的に、マル経融資を受け
た事業者に対して当会議所が実施しており、マル経
融資を利用された会員事業所は、1％の利子補給が
受けられます。

【概要】
　補給期間：最初の1年間（12ヶ月）
　補 給 率：融資実行時の金利のうち1.0％
　補給条件：
　①当会議所の会員であること
　②�当会議所から推薦されたマル経融資であり、
約定通り償還され滞りのないもの。

　③当会議所の会費を完納されていること。
　補給限度額：5万円

【申請方法】
　初回返済日から6ヶ月ごとに、申請申請書兼請求
書、振込先記入用紙、日本政策金融公庫発行の利息
支払い証明書、返済予定表（写）を提出

小規模事業者経営改善資金（マル経）融資は、商工
会議所の経営指導を受けている小規模事業者が経
営改善に必要な資金を無担保・無保証人、低利で㈱
日本政策金融公庫から融資を受けられる制度です。

※�詳細は、石狩商工会議所　中小企業相談所へお問い合わせ
ください。

小規模事業持続化補助金
　小規模事業者が置かれている状況は、人口減少な
どの影響により、現状を維持するだけでも大変な状
況です。何も対策をしなければ自然とお客さんが
減ってしまう状況の中、「小規模事業者持続化補助
金」は、事業拡大などの成長発展をせずとも、今の
状態を維持し、事業を継続する努力、「持続的発展」
をしようとしている小規模事業者の皆様を対象と
し、国として支援・応援していこうと、平成26年6
月に成立した「小規模企業振興基本法（小規模基本
法）」のもと、身近で使いやすい補助金として平成
25年度補正予算から始まりました。今回の公募終了
（平成29年1月27日締切）をもって計4回の事業実施
が図られ、これまで延べ6万者以上の事業者にご活
用いただいています。

　持続化補助金は、基本補助上限額50万円、補助率
2/3の補助金で、「経営計画」作成が要件になってい
ます。顧客や商品・サービスの特徴、自社の強み等
を「経営計画書」に書き出し、「見える化」するこ
とで、これから取り組みたいこと、チャレンジした
いこと、考えていかなければいけないこともはっき
りと見えてきます。
　補助金の申請にあたっては、当商工会議所が作成
する「事業支援計画書」を添付する必要があり、経
営指導員、専門家派遣などのサポート（無料）を受
けて経営計画作成に取組むことができます。今後の
公募動向は、国・当商工会議所等のHP等をご確認く
ださい。
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創　業　支　援
■創業の知識と対策をサポートいたします！
　我が国の開業率は欧米の半分程度（5.2％）にとど
まっており、特に地域における開業率は低迷してい
ます（大都市圏以外の29道府県が平均を下回る）。
　また、中小企業数は平成11年の484万社から、平
成26年は381万社へと減少し、従業員数も減少して
います。こうした状況の中、民間活力を高めていく
ためには、地域の開業率を引き上げ、雇用を生み出
し、産業の新陳代謝を進めていくことが重要です。
　平成25年6月に閣議決定された「日本再興戦略─
JAPAN�is�BACK─」においても、こうした問題意
識から、「開業率・廃業率が米国・英国レベル（10％
台）になることを目指す」としています。
　こうした目標の実現に向け、平成26年1月20日に
施行された「産業競争力強化法」では、地域の創業
を促進させる施策として、市区町村が民間事業者と
連携し、創業支援を行っていく取組を応援すること
としています。
　石狩商工会議所では、石狩市との協働事業として、
地域における創業者を支援し、開業率の向上を目指
し、地域の活性化、雇用の確保を目指します。

　まず、石狩市では、起業を目指す市民への支援を
強化するため、上記「産業競争力強化法」に基づく「創
業支援事業計画」を策定し、平成27年10月に国の認
定を受けました。
　この認定を受けたことによって、計画に定めた「特
定創業支援事業」を受けた創業者は、株式会社を設
立する際の登録免許税の軽減措置や、融資面でのサ
ポート拡充措置が受けられます。

【特定創業支援事業とは】（5月19日変更計画認定後）
　石狩商工会議所では、「産業競争力強化法・創業
支援事業計画」認定の石狩市から、創業支援事業者
に指定されており、創業者に対する巡回・窓口相談
事業において、経営指導員・専門家によるアドバイ
スを原則として4回以上継続的に実施し、相談者の
レベルに応じて、経営、財務、販路開拓、情報発信、
人材育成等当該起業に必要なノウハウを習得させる
事業（特定創業支援事業）を行います。
　石狩市は、特定創業支援事業を受けた人に対して、
申請に基づき、「認定特定創業支援事業による支援
を受けたことの証明書」を発行します。

【認定特定創業支援事業を受けた創業者への支援】
（1）認定を受けた特定創業支援事業の支援を受けて
創業を行おうとする者が株式会社を設立する際、
登記にかかる登録免許税が軽減されます。
　（資本金の0.7％→0.35％）。
　※最低税額は15万円のところ7.5万円に減額
（2）無担保、第三者保証人なしの創業関連保証の枠
が1,000万円から1,500万円に拡充されます。
　（既に創業している者についても特定創業支援事
業による支援を受けることにより保証枠が拡充）

（3）創業2ヶ月前から対象となる創業関連保証の特
例について、事業開始6ヶ月前から利用の対象に
なります。
　※�（1）～（3）の支援を受けるには、市の発行す
る「認定特定創業支援事業による支援を受けた
ことの証明書」が必要です。

【証明書の申請について】
　認定特定創業支援事業による支援を受けた方で、
支援を受けたことの証明書が必要な方（上記の支援
を受けることを希望する方）は、申請書（石狩市ホー
ムページからダウンロード）に必要事項を記入のう
え、企画経済部商工労働観光課へ提出していただき
ます。（提出部数：2部）

　創業を思い立ってから実際に創業するまでに必要
な準備は、事業計画や資金調達、販路開拓、各種届
出など、さまざまです。「ビジネスプランは決まっ
たけれど、これから何をすればよいのかわからない」
といった方に、今後の課題と解決法をイメージして
いただきたいと考えております。
　創業後も「こうすれば成功する」といったマニュ
アルはなく、業種・業態によって対応方法は異なり
ます。さまざまな問題でお悩みの方のために、地域
経済の発展を目的とする石狩商工会議所では、創業
相談を承っております。相談料など「費用」は一切
不要です。ぜひ、お気軽にご相談下さい。

■お問合せ先：石狩商工会議所　中小企業相談所
　TEL：0133-72-2111
　FAX：0133-72-2577



12

INFORMATION

平成29年度実施　石狩商工会議所検定試験　施行期日日程一覧表

経営改善個別診断・
経営支援専門家派遣事業

ビジネス交流事業

市民健康づくり支援事業

　中小企業・小規模事業者を巡る内外環境がこれまで
になく大きく変化する中で、経営課題・経営支援ニー
ズは複雑化・高度化・専門化しています。当商工会議
所では、会員の皆様の成長を後押しするため、各社に
応じたビジネス段階の経営課題・相談ニーズにきめ細
かく対応できるよう国の支援を受けて「中小企業・小
規模事業者ビジネス創造支援事業」支援機関として地
域プラットホーム（道央圏商工会議所ネットワーク）
に登録しており、会員の皆様に対し、高度な経営分析
等を行う専門家の派遣事業（無料）を実施しております。

【事業の概要】
1．専門家派遣事業の支援対象：
　中小企業支援法（昭和38年法律第147号）第2条第1
項各号に規定する中小企業者等。
2．専門家派遣の対象となる経営課題：
　中小企業者等の自助努力のみでは解決が困難な高
度・専門的な課題で、当会議所が専門的見地からの支
援が必要と判断する課題。
（ホームページの作成や借入申請書の作成、就業規則
の作成等、派遣先中小企業者等の業務の代行を目的と
するものは、派遣の対象とはなりません）
3．年間派遣回数：
　1企業当たりの専門家派遣回数は、年間3回までとする。

　石狩市内では、依然として企業の倒産・廃業が後を
絶たず、会員企業数も減少の一途を辿っています。た
だ一方では、新港地域を中心に商工会議所未加入の事
業所も多く、これらの事業所を加入に導くことが、組
織強化における喫緊の課題となっています。
　そこで、石狩商工会議所では、未加入事業所に対す
る商工会議所への理解を深めていただくことを目的と
して、会員・非会員を問わず参加可能な「ビジネス交
流会」を実施する予定です。この事業につきましては、
詳細が決定次第、追ってお知らせいたします。

　石狩市では、第2次石狩健康づくり計画「石狩市
健康大作戦」の一環として、市民参加による「量る
だけダイエット100日作戦！」を企画しており、石
狩商工会議所も「市民健康づくり支援事業」として、
これに協力することとなっております。
　具体的には、石狩市が企画する事業に参加登録し
た市民に対し、会員企業から何らかの特典を付与す
るような仕組みを想定していますが、詳細につきま
しては、石狩市所管と協議のうえ決定いたします。

検定種別 回数 検定級 施行日 募集期間

簿
記

146 1～3級 H 2 9 . � 6 . 1 1 （ 日 ） 4／3～5／12

147 1～3級 H 2 9 . 1 1 . 1 9 （ 日 ） 9／11～10／20

148 2～3級 H 3 0 . � 2 . 2 5 （ 日 ） 12／18～1／26

受験料　1級：7,710円　2級：4,630円　3級：2,800円

■お申込み・お問合せ　石狩商工会議所　総務課（TEL 72-2111）

リ
テ
ー
ル

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

（
販
売
士
）

81 2～3級 H 3 0 . � 2 . 2 1 （ 水 ） 12／18～1／26

受験料　2級：5,660円　3級：4,120円

■お申込み・お問合せ　石狩商工会議所　中小企業相談所（TEL 72-2111）
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労働保険事務組合のご案内 労働保険の加入手続きはおすみですか？

雇用保険の適用拡大等について 平成29年1月1日より

　石狩商工会議所では、会員サービス事業の一環と
して、労働保険事務組合業務を行っております。

ご相談は、お気軽に！
●労働保険とは【労災保険＋雇用保険＝労働保険】
　労働保険とは労働者災害保険（労災保険）と雇用
保険を総称した言葉です。
　労働保険は、農林水産の事業の一部を除き、パー
ト・アルバイトを含めた労働者を1日・一人でも雇っ
ていれば、その事業主は必ず加入手続きをしなけれ
ばなりません。

労災保険
　労働者が業務上の事由又は通勤によって負傷した
り、病気に見舞われたり、あるいは不幸にも死亡さ
れた場合に、被災労働者や遺族を保護するために必
要な保険給付を行うものです。
※�パート・アルバイトを含めた労働者はすべて加入
しなければなりません。

雇用保険
　労働者が失業した場合及び労働者についての雇用
の継続が困難となる事由が生じた場合に、労働者の
生活及び雇用の安定を図るとともに、再就職を促進
するため必要な給付を行うものです。

※�1週間の所定労働時間が20時間以上であり、かつ
31日以上の雇用見込みがあれば必ず加入しなけれ
ばなりません。

●事務委託のメリット
①�公共職業安定所や労働基準監督署への事務手続き
のほか、労働保険料の申告・納付や雇用保険の資
格取得・喪失等の手続きを代行しますので、事務
処理の負担が軽減されます。
②�労働保険料の額に関わらず3回に分割納付できま
す。
③�労災保険に加入することができない事業主や家族
従事者等も、労災保険に特別加入できます。通常、
従業員しか加入できない労災保険に事業主も加入
できますので、従業員と一緒に危険な仕事をされ
る事業主の方も安心です。

※特別加入制度に加入できる方は、
　個人事業の場合…中小企業事業主及び家族従事者
　法人その他の団体の場合…代表者・代表者以外の役員
（※雇用する労働者について労働保険関係が成立し
ていることが必要です）

■問合せ先　石狩商工会議所　中小企業相談所
　TEL�0133-72-2111

　平成29年1月1日以降、65歳以上の労働者について
も、「高年齢被保険者」として雇用保険の適用の対象
となります（平成28年12月末までは「高年齢継続被
保険者」（※1）となっている場合を除き適用除外です。）

（1）平成29年1月1日以降に新たに65歳以上の労働者
を雇用した場合。

　　　雇用保険の適用要件（※2）に該当する場合は、
事業所管轄のハローワークに「雇用保険被保険
者資格取得届」（以下「資格取得届」という。）
を提出（※3）してください。

（2）平成28年12月末までに65歳以上の労働者を雇用
し、平成29年1月1日以降についても継続して雇
用している場合。

　　　雇用保険の適用要件（※2）に該当する場合は、
平成29年1月1日より雇用保険の適用対象となり
ます。事業所管轄のハローワークに「資格取得

届」を提出（※4）してください。

（3）平成28年12月末時点で高年齢継続被保険者（※1）
である労働者を平成29年1月1日以降も継続して
雇用している場合。

　　　ハローワークへの届け出は不要です。（自動
的に高年齢被保険者に被保険者区分が変更され
ます。）

※1　65歳に達した日の前日から引き続いて65歳に
達した日以後の日において雇用されている被
保険者。

※2　1週間の所定労働時間が20時間以上であり、31
日以上の雇用見込みがあること。

※3　被保険者となった日の属する月の翌月10日ま
でに提出してください。

※4　提出期限の特例があります。平成29年3月31日
までに提出してください。
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【介護関係】
•　対象家族1人につき、3回を上限として、通算93日
まで、介護休業を分割取得することができます。

•　介護休暇の半日単位の取得が可能となります。
•　介護のための所定労働時間の短縮措置等を介護休
業とは別に、利用開始から3年の間で2回以上の利
用が可能となります。

•　介護が終了するまでの期間利用できる「所定外労
働の免除」の制度が新設されました。

•　有期契約労働者の介護休業取得要件が緩和されま
した。

　　　休業開始予定日から起算して、93日を経過する
日から6か月を経過する日までに労働契約が満了
することが明らかでない限り、すべての有期契約
労働者（引き続き雇用された期間が1年以上であ
る者）が対象となります。

【育児関係】
•　子の看護休暇の半日単位の取得が可能となります。
•　特別養子縁組の監護期間中の子、養子縁組里親に
委託されている子、その他これらに準ずる者につ
いては、育児休業制度等の対象に追加する。

•　有期契約労働者の育児休業取得要件が緩和されま
した。

　　　子が1歳6か月に達する日までに労働者契約が満
了することが明らかでない限りすべての有期労働
契約者（引き続き雇用された期間が1年以上であ
る者）が対象となります。

【防止措置の新設】
•　妊娠・出産・育児休業・介護休業等を理由とする、
上司・同僚による就業環境を害する行為（いわゆ
るマタニティ・ハラスメント）を防止するための
雇用管理上必要な措置を講じることが事業主に義
務付けられます。

改正育児・介護休業法及び改正男女雇用機会均等法の概要 平成29年1月1日より

　育児・介護休業法及び男女雇用機会均等法が平成28年3月に改正され、平成29年1月1日から施行されました。
　主な改正内容については、以下のとおりです。

会館使用・備品貸出のご案内
　当商工会議所では、会議室、備品の貸出を行っております。皆様ぜひご活用ください。
（特別のイベント・催事の場合は、日時・会場の変更をお願いする場合があります）
　使用料金は次のとおりです。

区分
夏期（自5月～至9月） 冬期（自10月～至4月）

午前9時～午後5時 午後5時～午後9時 午前9時～午後5時 午後5時～午後9時
大ホール（3階） 4,320円 4,752円 5,616円 6,480円

小会議室（3階） 540円 594円 702円 810円

役員会議室（2階） 2,160円 2,376円 2,808円 3,132円

備考 電気料を含む 電気料及び暖房料を含む

●収容人数　大ホール　約130名、役員会議室　約50名� （2時間単位）

品　　目 料　　金 貸出単位 備　　考
テント 1,080円 1単位 ・2間×3間（3,600×5,400mm）

プロジェクター 2,160円 1単位 ・スクリーンを含む（希望の場合）
・会館外への貸出は、借用人が取扱いを熟知している場合に限る。

法被 324円 1単位 左記料金は1着当たり

・請求金額は上記料金×貸出単位。� ・貸出日数は、貸出日及び返却日を含む。
・貸出は1日間を1単位とする。�・宗教団体への貸出は不可。

■会館使用料金表

■備品貸出料金表

詳しいお問い合わせは　石狩商工会議所　総務課まで　TEL�0133-72-2111

2階役員会議室

3階大ホール



札幌支社　札幌営業所　〒060-0001 札幌市中央区北1条西2-2-1 北海道経済センタービル　TEL 011-271-7388


